
町田市民病院一般廃棄物及び産業廃棄物等の 

収集・運搬及び処分業務委託（長期継続契約）仕様書 

 

１．適  用 

 本仕様書は、「町田市民病院一般廃棄物及び産業廃棄物等の収集・運搬及び処分業務委託

（長期継続契約）」に適用する。 

 

２．目  的 

 この契約は、委託者（以下「甲」という。）から排出される廃棄物を、適正に収集運搬・

処分及び再資源化できる受託者（以下「乙」という。）に委託し、当院の衛生及び環境状態

を清潔に保ち、病院内の環境保全及び環境衛生の向上を図ることを目的とする。 

 

３．履行場所 

 町田市旭町２丁目１５番４１号 町田市民病院 

 

４．履行期間 

２０２４年１０月１日から２０２７年９月３０日まで 

 

５．業務内容 

（１）共通事項 

  １）乙は、甲の指定する場所から、計量された各廃棄物を定期的に収集し、指定する場

所に運搬し、指定する方法での処理を行う。 

  ２）運搬・処理の回数は、事業系一般廃棄物と食品循環資源は各処分施設の休業日以外

の毎日とし、産業廃棄物と資源廃棄物は週１回の定期とする。 

（２）廃棄物分類に基づく業務内容 

  １）事業系一般廃棄物（可燃物） 

   ア）品目・・・紙くず類、厨芥、非感染性の紙おむつ等、可燃性の一般廃棄物 

   イ）内容・・・当院地下廃棄物集積所（ごみ庫・ごみ処理機）から収集・運搬し町田

リサイクル文化センターで焼却処分すること。 

２）産業廃棄物 

ア）品目・・・特別管理産業廃棄物（感染性廃棄物）及び医療廃棄物以外の、廃プラ

スチック、ペットボトル、金属くず、ガラスくず、陶磁器くず等 

イ）内容・・・①当院地下廃棄物集積所（ごみ庫）から産業廃棄物として収集・運搬

し、処分すること。 

②処分事業者は、甲では指定しない。ただし、乙は、甲と処分事業者

との契約締結に係わる書類準備に関わること。 

（３）資源廃棄物 

  ア）品目・・・特別管理産業廃棄物（感染性廃棄物）以外 



イ）内容・・・①当院指定場所から資源廃棄物を収集・運搬し、資源化施設に搬入し資

源として活用すること。 

②資源化施設は甲で指定しないが、資源化施設として適正と認められる

施設とし、施設名、所在地等を甲に報告すること。 

（４）食品循環資源 

ア）品目・・・院内給食調理時に発生する一部残菜 

イ）内容・・・①食品リサイクル法に基づく食品循環資源として、指定するごみ処理        

機から株式会社日本フードエコロジーセンター（相模原市中央区田名

塩田 １－１７－１３、以下「丙」とする。）へ運搬すること。 

②収集･運搬に際しては、甲で用意した容器（縦４５ｃｍ×横４５ｃｍ

×高さ１００ｃｍキャスター付）を使用すること。 

③１日に１～３台排出（年間２０，０００㎏見込み） 

 

６．予定数量（年間一般廃棄物等の排出推定量） 

  排出推定量（㎏） 

事業系一般廃棄物 可燃物 ８０，０００ 

産業廃棄物 

※特管産廃、医療系産廃以外 

 

金属くず ６００ 

廃プラスチック １，０００ 

ガラス・コンクリート・陶磁器くず ２４０ 

ペットボトル ４，０００ 

ビン・カン １，５００ 

食品循環資源 残菜  ２０，０００ 

 

７．法の遵守  

委託業務の遂行にあたっては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５                                   

年法律第１３７号）」ならびにその他関係法令（労働基準法、労働安全衛生法、道路交通法、

運送車両法、その他の法令）を遵守すること。 

 

８．車両の使用 

契約の履行に当たって自動車を利用し、又は利用させる場合は、都民の健康と安全を確保

する環境に関する条例(平成 12 年東京都条例第 215 号)の規定に基づき、次の事項を遵守す

ること。 

（１）ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

（２）自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に 

関する特別措置法（平成 4年法律第 70号）の対策地域内で登録可能な自動車利用に努 

めること。 



（３）低公害・低燃費な自動車利用に努めること。なお、適合の確認のために、当該自動車

の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提示又は写の提出を

求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。 

 

９．排出物の計量と委託料の請求 

（１）食品循環資源以外の廃棄物（紙類・残飯とビン・カン及びペットボトル）は、乙が計

量した数値をもって、受託者は甲へ委託料の請求をすることとする。 

（２）食品循環資源は、株式会社日本フードエコロジーセンターからの「排出部門別実績日

報」を請求書と一緒に提出すること。 

（３）前月分の委託料の請求書（収集運搬及び処分費）は、翌月８日までに施設用度課に提

出すること。 

 

10．その他 

（１）受託者は、受託した業務を第三者に委託してはならない。 

（２）受託者は、業務上知り得た事項を第三者に漏らしてはならない。 

（３）受託者は、「町田市個人情報保護条例」を遵守すること。 

（４）運搬車両は、高さ制限があるため、車高 2.8m以下であること。 

（５）契約単価表（収集・運搬・処理費を含む） 

（６）その他、本仕様書に定めのない事項については、必要に応じて甲・乙が協議をして 

定めるものとする。 

  １Kg 当たりの単価

（消費税を除く） 

事業系一般廃棄物 可燃物 円 

産業廃棄物 

※特管産廃、医療系産廃以外 

金属くず 円 

廃プラスチック 円 

ガラス・コンクリート・陶磁器くず 円 

ペットボトル 円 

ビン・カン 円 

食品循環資源 残菜 円 

 

11．最終処分に係る情報 

①当該廃棄物に係る最終処分の場所の所在地（住所、地名、施設の名称など）、最終処分 

の方法及び施設の処理能力は、以下のとおりとする。 

     ＜最終処分＞  

会 社 名 別紙の通り 

会 社 所 在 地 別紙の通り 

施 設 の 名 称 別紙の通り 

施 設 の 住 所 別紙の通り 



処 分 の 方 法 別紙の通り 

処理能力または埋立容量 別紙の通り 

②甲は、乙と最終処分業者等との間で交わしている処理委託契約書、マニフェスト（又は

受領書等）及び許可証の写し等により、本条第１項に係る事項の確認を行うこととする。 

③本項①に記載する最終処分の場所等に変更が生じた際は、乙は遅滞なく甲に通知し、必

要な情報を本書に添付しなければならない。 

 

12.乙の事業範囲 

＜収集運搬業＞ 

                          （積込み場所）            （荷下ろし場所） 

            収集運搬業許可番号                           

       (許可都道府県政令市名)   (       )     （       ） 

      ※許可品目は、別添許可証の通り 

   ＜処 分 業＞ 

            許可番号             (許可都道府県政令市名) （     ） 

処分場名称                                     

処分場所在地                                      

処分方法・処理能力  選別（   t/日） H・圧縮（  t/日） H ・破砕（   ｔ/日）       

 H     

※許可品目は、別添許可証の通り 

 

13. 廃棄物の種類及びその他適正処理に必要な情報の提供 

甲が、乙に収集運搬並びに処分を委託する廃棄物は第５項のとおりとする。委託する廃棄

物に石綿含有産業廃棄物（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じた産業廃棄物であって、

石綿をその重量の 0.1%を超えて含有するもの。ただし、特別管理産業廃棄物である廃石綿

等を除く。）が含まれる場合には、その旨を第３項の廃棄物の種類欄に併せて記入する。 

②甲の委託する廃棄物の荷姿、性状その他適正処理に必要な情報は、「廃棄物データシー

ト（ＷＤＳ）」に記載する。ただし､両者協議の上で別途、「廃棄物データシート」以外の簡

易な書式による情報提供を行う場合は、その書式に記載した内容のとおりとする。 

③甲は、処分を委託する廃棄物が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第２条の４

第１項第５号から第１１号までに規定する特別管理産業廃棄物に該当するおそれがあると

きは、本履行期限内に、別表１の上欄の廃棄物について、その下欄に定めるとおり、公的検

査機関又は環境計量証明事業所において「産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法」（昭和

４８年環境庁告示第１３号）その他による試験を行い、分析証明書を乙に提出しなければな

らない。 

④甲は、本項②及び③で提供した情報に変更が生じた場合は、当該廃棄物の引渡しの前に、

別表２に記載の方法により乙に変更後の情報を提供しなければならない。なお、情報の提供

を要する変更の範囲については、甲と乙とであらかじめ協議の上で定めることとする。 



14.マニフェスト 

①甲は、産業廃棄物の搬出の都度、マニフェストに必要事項を記載し、Ａ（排出事業者保

管）票を除いて乙に交付する。 

②乙は、産業廃棄物を乙の事業場に搬入の都度、Ｂ１（収集運搬業者保管）票、Ｂ２（運

搬終了）票に必要事項を記載し、Ｂ２（運搬終了）票を運搬終了日から１０日以内に甲に送

付するとともにＢ１（収集運搬業者保管）票を保管する。また処分が完了したときは、乙は

Ｃ１（処分業者保管）票及びＤ（処分終了）票に必要事項を記載した後、Ｄ（処分終了）票

を処分終了日から１０日以内に甲に送付するとともに、Ｃ１（処分業者保管）票を５年間保

存する。 

③乙は、本契約に係る産業廃棄物の最終処分が終了した旨が記載されたマニフェストの写

しの送付を受けたときは、甲から交付されたマニフェストのＥ（最終処分終了）票に最終処

分の場所の所在地及び最終処分を終了した年月日を記入するとともに、そのマニフェストに

係るすべての中間処理産業廃棄物について最終処分が適正に終了したことを確認した後、１

０日以内にＥ（最終処分終了）票を甲に送付する。 

④甲は、乙から送付されたＢ２（運搬終了）票、Ｄ（処分終了）票及びＥ（最終処分終了）

票を、Ａ（排出事業者保管）票とともに５年間保存する。 

別表１（第１２項関係） 

産業廃棄物の種類    

提示する時期又は回数    

 

別表２（第１２項関係） 

廃棄物情報に変更があった場合の情報文書〈廃棄物データシート及び分析証明書〉の伝達方法 

甲の担当者所属氏名及び連絡先 別紙〔廃棄物データシート〕のとおり 

乙の担当者所属氏名  

文書の伝達方法及び伝達先 

（該当欄にチェック） 

□ＦＡＸ（    －     －      ） 

□e-mail （                ） 

□郵送（〒     -      ） 

                                

緊急時の連絡先  －   －    

営業時間           ～       

休業日  

 


